
対バングラデシュ人民共和国 国別援助方針 
平成24年6月 

 
１．援助の意義 
バングラデシュは、南アジアと東南アジアの結節点に位置する穏健民主主義のイス

ラム国であり、南アジア地域の安定と経済発展に重要な役割を果たしている。 
近年同国は、年率5～6％程度の経済成長を遂げ、中国、ベトナムなどに続く潜在的

な生産拠点として、また1億6千万人の新たな市場として注目を集めており、日本企

業の進出も拡大しつつある。しかしながら、同国は、いまだ人口の3分の1弱にあた

る約5,000万人もの貧困人口を抱える後発開発途上国であり、ガバナンス強化の必要

性、電力、運輸などの基礎インフラの未整備、サイクロンや洪水などの自然災害に対

する脆弱性といった課題を抱えており、これらはいずれも同国の経済社会開発を阻む

要因となっている。 
我が国がバングラデシュを支援することは、同国独立以来の強い親日感情に支えら

れた良好な二国間関係の増進による国際場裏における協力関係の強化と今後の貿易・

投資などの経済関係の拡大に貢献することに加え、ミレニアム開発目標（MDGs）の

達成を支援することで、南アジア地域の安定的な発展に寄与する観点から、意義が大

きい。 
 
２．援助の基本方針（大目標）： 
中所得国化に向けた、持続可能かつ公平な経済成長の加速化と貧困からの脱却 
バングラデシュ政府は、2021年までに全国民が中所得国レベルの生活を享受できる

社会を実現するため、第6次5カ年計画（2011-2015年）にて、「経済成長の加速と

貧困削減」という目標を掲げ、雇用創出、産業育成、ガバナンスの強化及び社会サー

ビス提供の普及に力点を置いている。 
我が国は、持続可能かつ公平な経済成長（sustainable growth with equity)による同国

の成長と貧困からの脱却を後押しするため、同国の経済活動の活性化並びに社会の脆

弱性の克服への取組を支援する。 
  
３．重点分野（中目標） 
（１）中所得国化に向けた、全国民が受益可能な経済成長の加速化 
バングラデシュ政府が政策目標として掲げる「2021年の中所得国化」実現に向けて、

貧困層にも配慮しつつ、持続可能な経済成長の加速化を支援する。 
交通機関の多様化に留意しつつ、運輸・交通インフラを整備し、人とモノの効率的

な移動の促進、地域間格差の解消に貢献する。経済発展の最大の障害である深刻な電

力不足の解消のため、発電所及び送配電網の整備などを通じて、電力供給量の増加を

図る。 
また、高度経済成長を実現するための原動力となる民間セクターの活動を振興し、



民間投資を誘致・増加させるため、投資環境の改善を支援する。 
 
（２）社会脆弱性の克服 
 貧困削減、初等教育、母子保健、安全な飲料水の供給などのMDGsの達成に貢献す

る。 
教育については、特に初等教育分野において、初等教育の質の向上を図り、初等教

育修了率の引き上げに貢献する。保健については、母子保健支援に重点を置き、行政

と住民の双方が母子保健を支える仕組みづくりに貢献し、新生児死亡率、妊産婦死亡

率の引き下げ、安全な出産の促進に貢献する。また、安全な飲料水の供給については、

安全な水の全国民への供給を目指す政府の方針を支援する。 
また、災害予警報、地震対策、河川管理などを中心に防災・気候変動対策を支援す

る。さらに、農村部の生活環境改善・生計向上に資する支援も行っていく。 
 

 
４．留意事項1 
（１）バングラデシュにおいては、関係援助国・機関による協調が活発に行われてい

ることから、援助国・機関との緊密な連携により二国間援助の効果向上を図る。我が

国としては、特に教育及び保健の分野において引き続き主導的な役割を果たしていく。 
（２）経済成長と、環境や貧困などの社会的な問題へのアプローチの双方を目指す新

しいビジネスとのパートナーシップなど、革新的な試みを積極的に取り入れるととも

に、我が国の技術力の活用も視野に入れた案件形成に留意する。 
（３）従来からの課題であるガバナンスの改善のため、あらゆる分野の支援において、

政府機能の強化、行政サービス向上が図られるようにする。特に、開発援助の効果的

・効率的な実施のため、調達、支出管理、監査、報告などの適切な手続の実施を通じ

て、不正・腐敗防止対策を徹底することにより、透明性と説明責任の確保を図ること

とする。 
（了） 

別紙： 事業展開計画 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
1
同国を対象として実施された過去の ODA 国別評価は次のとおり。 

バングラデシュ国別評価（2009 年度） 報告書掲載先：

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/bangladesh/kn09_01_index.html 



2012年 6月 現在

技プロ

支援額

（億円）
備考2010

年度
以前

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

道路橋りょう維持管理アドバイザー 個別専門家

デジタル地図作成能力向上プロジェクト

【現状と課題】
経済活動の活性化に必要なインフラは、全般的に深刻なひっ迫状況にある。特に経済・産業活動の重大な障害と
なっている電力供給の大幅な改善（供給量拡大及び効率化）と、物流を支える運輸･交通網の拡充が喫緊の課題であ
る。バングラデシュの国際競争力は139か国中107位（運輸インフラ130位、電力134位。Global Compatitiveness
Report）である。
①運輸･交通網：現在の重点課題は、南西部と他地域を分断しているパドマ川への架橋、首都ダッカと国際港都市
チッタゴンを結ぶ回廊の輸送容量拡大、地方・農村道路の舗装や河川による分断の解消などである。複数の交通機
関の連携交通政策（マルチモーダル)導入の必要性が高まっている。

②電力供給：2010年時点にはピーク時の電力需要6,454MWに対し、実質的な供給可能設備容量はその約6割の

4,162MWであり、全人口の47％の電力需要しか満たしていない。配電損失が高水準（全国平均16.9%)であり、改善

が急務となっている。独立系発電事業者（IPP）の参入および権限委譲と組織の効率化による経営改善を目指してい
る。

【開発課題への対応方針】
運輸･交通網の整備については、道路セクター（橋りょう並びに幹線道路）への支援を優先
する。一方、道路セクターへの一極集中緩和ならびに増加傾向にある貨物輸送対応のため、
複数の交通機関の連携交通（マルチモーダル）による内陸物流機能の整備を検討する。維持
管理などの能力強化に対する支援も検討する。電力分野では、電力供給の改善のため、新規
電源開発への支援と共に、適切なメンテナンスとリハビリによる効率・稼働率の向上を支援
する。電力の安定供給のためには変電施設や送配電網の整備の必要性も高い。天然ガスの供
給が不足している状況を考慮に入れ，発電エネルギー源の多様化を支援するべく、中長期的
な燃源の多様化に向けて、石炭火力発電などの代替燃源の導入についても検討していく。ま
た、セクター改革の進捗にあわせた組織強化、維持管理体制、経営能力の改善といったソフ
ト面の課題、再生可能エネルギー普及支援にも取り組む。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間

全国運輸交通
ネットワーク
整備プログラム

全国運輸・交通ネットワークにおける
効率的な人とモノの移動を促進するた
め、貨物・旅客輸送の大部分を占める
道路分野（橋りょう並びに幹線道路）
への支援に優先的に取り組む。一方、
道路分野への一極集中緩和並びに増加
傾向にある貨物輸送対応のため、複数
の交通機関の連携交通（マルチモーダ
ル）による内陸物流機能の整備も検討
する。

ダッカ都市交通網整備事業準備調査 協準

ダッカ市都市交通料金システムICT化プロジェクト 技プロ

地図作成機材整備計画（フォローアップ協力）調査 フォローアップ

90.96

課題別研修（2012年度：3件） 課題別研修他

342.00

重点分野１
（中目標）

中所得国化に向けた、すべての人が利益を享受する経済成長の加速化

ダッカ・チッタゴン間国道1号線橋梁改修・建設事業準備調査 協準

パドマ多目的橋建設計画 有償

ダッカ-チッタゴン鉄道網整備計画

チッタゴン環状道路建設計画 有償

129.16有償

東部バングラデシュ橋梁改修計画 78.24有償

国別援助方針　別紙

開発課題１－１
（小目標）

経済インフラ整備

基本方針
（大目標）

対バングラデシュ人民共和国 事業展開計画

　　中所得国化に向けた、貧困からの脱却と持続可能かつ公平な経済成長の加速化



有償

電力安定供給
プログラム

電力需要の増大に対応し、電力を安定
供給するため、新規電源開発への支援
を行うとともに、送配電施設の整備を
進める。また、経営能力や維持管理体
制の強化のための技術協力も推進す
る。

農村地域配電網整備計画

ハリプール新発電所・ベラマラ新発電所への天然ガス供給に係る
SCADAシステム改善計画策定支援

技プロ

TQM（Total Quality Management）の導入による電力セクターマネジメント強化

プロジェクト
技プロ

ベラマラ・コンバインドサイクル火力発電所建設計画
（調査･設計のための役務（E/S））

送電網整備計画 有償

有償 97.15

電力政策アドバイザー 個別専門家

再生可能エネルギー普及支援準備調査

課題別研修（2012年度：5件）

132.41

46.42

課題別研修他

有償

協準

22.09

協準

ハリプール新発電所建設計画 有償 399.77

チッタゴン石炭火力発電所建設事業準備調査 協準

石炭火力発電マスタープラン調査 開発計画

中部地域配電網整備計画

Grameen Shaktiと協同したバングラデシュ農村での
エネルギー・マイクロユーティリティー展開CDM事業準備調査
（BOPビジネス連携促進）

（続き）

開発課題１－１
（小目標）

経済インフラ整備

軽量太陽光パネルを用いた貧困層の生活水準向上事業準備調査
（BOPビジネス連携促進）

協準



課題別研修他（2012年度：4件） 課題別研修他

ITSS/ITEEマネジメント能力強化プロジェクト 技プロ

2015
年度

50.00

ICT（Information and Communication Technology）戦略アドバイザー SV

開発課題１－２
（小目標）

民間セクター開発

民間セクター開発プログラム準備調査 協準

【現状と課題】
経済は、縫製品・ニット製品輸出及び海外労働者送金にけん引され、2004年度以降年率6%の割合で成長してきてい

る。輸出の8割が欧米を中心とする縫製品に占められており、今後の安定的な成長のためには輸出品目及び輸出先の
多角化が必要である。そのために、製造業を中心とした産業人材育成、中小企業振興を通じた産業育成などが必要
である。製造業の占める割合は現在GDP比17%程度に留まっている。また、投資はGDP比24%程度と低い水準に留
まる。政権交代や縦割り行政による政策一貫性の欠如、汚職などから特に輸出入コスト・手続並びに契約履行に課
題が多く、ビジネス環境整備に課題があることから、世銀の「Doing Business」指標では、183か国中122位となっ
ている。中小企業を含む製造業などの設備投資向けの中長期貸出需要への対応も課題である。ソーシャルビジネス
（社会的事業）が活性化傾向にある。

【開発課題への対応方針】
付加価値ベースでGDP比25％を占め、経済成長の原動力となり雇用創出にも貢献する中小
企業の育成と競争力の強化（輸出関連産業に重点）、製造業を中心とした産業人材育成支
援、投資･貿易にかかる政策・行政制度の改善への支援、情報通信インフラ整備及び経済特
区整備などの投資環境整備への支援を行う。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2010

年度
以前

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

投資促進・輸出振興を目的とした政
策・制度改善、インフラ面での投資環
境整備、産業人材育成、中小企業振興
を支援する。また、官民パートナー
シップ（PPP）の可能性を継続的に
検討するとともに、民間のソーシャル
ビジネスを支援する。

民間セクター
開発プログラム

コンピューター技術 JOCV

SV

工作機械 JOCV

80.40通信ネットワーク改善計画 有償

中小企業振興金融セクター計画 有償

品質管理

PPP制度・能力向上支援 マルチ ●

投資環境整備アドバイザー 個別専門家

産業政策アドバイザー 個別専門家



DPHE総合能力強化プロジェクト 技プロ

157.29

122.24

チッタゴン上水道改善事業準備調査 協準

協準

安全な水供給のためのBOPビジネス事業準備調査（BOPビジネス連携促進） 協準

4.00

国立博物館視聴覚機材整備計画 一般文化

ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト 技プロ 5.00

ダッカ市都市交通料金システムICT化 技プロ

開発課題１－３
（小目標）

都市開発

【現状と課題】
都市人口割合は他国に比べて比較的低い（28.1%）が、経済成長に伴って都市化が進行している。特に経済活動の
集中する首都ダッカ都市圏並びに唯一の国際港湾都市であるチッタゴンでは、人口急増及び経済規模の急拡大に伴
い、交通網などの経済インフラ、上下水道などの生活インフラが圧倒的に不足している。大都市においては、結果
として、都市交通問題や電力・水の不足、廃棄物管理、大気汚染、水質汚濁などの都市環境問題が深刻化してい
る。

【開発課題への対応方針】
経済成長の核となる都市の発展を支えるために、最大の都市ダッカと第二の都市チッタゴン
を中心に、中核都市及び中小都市における円滑な経済活動及び人々の生活環境整備のため
に、都市部の貧困層にも配慮しつつ、都市交通網、上下水道などのインフラ整備を行うと共
に、給排水、廃棄物処理などの行政サービスの質の向上を支援する。また、これらの都市の
適切な都市計画策定も支援する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

都市開発プログラム

①都市計画：都市の多様性に配慮した
多面的な都市計画の策定を支援する。
②都市交通：ダッカ及びチッタゴンほ
かの都市交通網整備を支援する。ダッ
カでは、都市内軌道系大量輸送交通の
整備に向けた支援により、中長期的に
ダッカ都市圏の総合交通モードの形成
を支援する。併せて、監督・調整機関
や運営事業体の組織強化および人材育
成を支援する。
③都市上下水道：水道施設整備の促進
及び、水道事業体の能力強化を支援す
る。チッタゴンでの支援成果を元にほ
かの主要都市や中小都市に対する支援
の拡大も検討する。
④都市廃棄物：ダッカ首都圏において
収集・運搬能力強化、最終処分場の拡
張・新設および運営・管理能力強化並
びに3R（ごみの削減・再利用・再生
利用）の導入・普及などを支援する。
ダッカにおける成果を踏まえて、ほか
の都市への支援も検討する。

カルナフリ上水道整備計画 有償

12.15

自転車搭載型浄水器を活用した水事業準備調査（BOPビジネス連携促進）

その他

ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画 無償

チッタゴン上下水道公社無収水削減推進プロジェクト 技プロ

クルナ水供給計画 有償

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

ダッカ都市交通網整備事業準備調査 協準

環境教育 JOCV

2010
年度
以前

課題別研修他（2012年度：4件） 課題別研修他



JOCV

草の根技術協力（3件）

人間開発分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力（7件）

2010
年度
以前

EPI対策、フィラリア対策、学校保健

助産師、看護師、村落開発普及員 JOCV

顧みられない熱帯病対策～特にカラ・アザールの診断体制の確立と
ベクター対策研究

科学技術 5.00

草の根技協

草の根無償

技プロ

技プロ

課題別研修ほか（2012年度：7件） 課題別研修他

 

協力プログラム名

母子保健/保健
システム強化
プログラム

プロジェクト名

重点分野２
（中目標）

協力プログラム概要

母子健康を切り口に、保健システム強
化の観点から、中央・県レベルでの母
子保健行政能力強化、公的医療施設の
保健サービスの質の改善、コミュニ
ティによる母子支援体制確立などを支
援する。
　日本の国際保健政策2011～2015の
パイロット国として、ほかの支援国、
機関との連携や事業成果の発信なども
行っていく。

母子保健改善計画 (保健・人口・栄養セクター開発プログラム)　(フェーズ1)

保健省アドバイザー

母性保護サービス強化プロジェクト

母性保護サービス強化プロジェクトフェーズ2

【現状と課題】
人間開発指標は、169か国中129位で、南アジアの平均以下に低迷している。ミレニアム開発目標（MDGs）指標は
改善傾向にあるが、一部目標達成が危ぶまれる分野（教育の質、妊産婦の健康など）もある。これに対して、教
育、保健分野への公共支出は低いレベルにとどまっている（保健対GDP比1.1%、教育同2.4%）。
①保健：乳児死亡率の半数以上を占める新生児死亡への対策、緊急産科ケア提供医療施設の整備、熟練介助者によ
る出産介助率、自宅分娩率、貧困層のサービス利用率の改善は不十分である。包括的な保健システム強化を通じた
公的保健サービスの改善が必要になっている。
②教育（基礎教育）：初等教育の純就学率は87.2%（2005年） から93.9%（2009年）まで改善している。一方で第

5学年までの修了率は52.1%（2005年）から54.9%（2009年）と小幅な改善に留まり、児童の学習理解度の水準が
低い。教室数・教師数に改善は見られるものの、依然として大半の学校では二部制で授業が実施されており、十分
な授業時間の確保が課題となっている。教師の質の向上については、総合的な政策が欠如し、研修機関の能力・人
材不足などにより、教員研修制度の改善が必要になっている。現在の教育セクタープログラム（PEDP III、2011-
2016）では、教育の質の向上を重点の一つとしている。

有償

個別専門家

2013
年度

スキーム
支援額

（億円）

50.40

2014
年度

2011
年度

2012
年度

3.90

5.00

開発課題２－１
（小目標）

人間開発

【開発課題への対応方針】
セクター・ワイド・アプローチ（SWAps）の進展する、基礎教育ならびに保健の分野で、
プログラムアプローチ及びマルチ・バイ連携により、政策支援から具体的な教育、保健サー
ビスの質の向上にかかるプロジェクトまでを支援する。これにより、基礎教育分野では、新
教育協力政策2011-2015を踏まえ、MDGs達成困難とされている初等教育修了率の改善のた
め、これまでの協力の成果の面的展開を通じて、「魅力ある小学校」の実現を図り、初等教
育修了率を2009年の54.9％から2015年までに75％に引き上げるとの政府の政策を支援する

べく、教育の質の改善を支援する。保健分野では、新国際保健政策2011-2015を念頭に置き

つつ、バングラデシュ国際下痢性疾病研究センター（ICDDR, B）などとの連携に基づき、
日本の支援実績に基づく成果の普及･拡大を通じた行政と住民の双方が母子保健を支える仕
組みづくりに貢献し、安全な出産を促進することにより、新生児死亡率を2007年の千出生に
37人から2016年までに21人に、妊産婦死亡率を10万出生に194人の割合から2016年までに

143人まで引き下げることを目標とするバングラデシュ政府の政策の実現、MDGs達成に特
に重要な母子保健分野の改善並びに保健システム全体の強化を支援する。

備考

実施期間

2015
年度

社会脆弱性の克服



課題別研修(2012年度：6件) 課題別研修他

協力プログラム名

その他

日本ＮＧＯ

日本ＮＧＯ

バングラデシュ第二の都市チッタゴンにおける家事使用人
として働く少女支援プロジェクト（8件）

2010
年度
以前

理数科教師・小学校教諭 JOCV

貧困削減戦略支援無償 無償

スキーム

技プロ

初等教育アドバイザー

個別専門家

（続き）

開発課題２－１
（小目標）

人間開発

5.00

草の根・人間の安全保障無償資金協力（4件） 草の根無償

2011
年度

プロジェクト名

MDGs達成と質の高い初等教
育の完全普及を目指し、セク
ター・ワイド・アプローチ
（SWAps）の枠組みに参画
しながら、日本の協力実績・
成果を生かして、初等教育の
質の改善を最優先として支援
する。
　日本の教育協力政策2011
～2015のパイロット国とし
て、ほかの支援国、機関との
連携や事業成果の発信なども
行っていく。

個別専門家

PCインストラクター、コンピュータ技術等

バングラデシュ家事使用人として働く少女支援プロジェクト
（第２フェーズ）

技プロ

JOCV

2015
年度

支援額

（億円）

万人のための教育（EFA：

Education for All）・MDGｓ
達成に向け、バングラデ
シュ政府の第3次初等教

育開発プログラム（PEDP
Ⅲ）において、ほかのド
ナー国・機関と協力しつ
つ、初等教育の質を向上
させる。
　（2009年）→（2016年）
○初等教育修了率：
　 54.9 ％→75％
○新カリキュラムに基づい
た教科書の配布：
　75％→95％
○新教育資格付与教員
数：0人→11,000人／年

小学校理数科教育強化計画

小学校理数科教育強化計画（フェーズ2）

初等教育アドバイザー

2012
年度

基礎教育の質の向上
プログラム

【プログラム・アプローチにより、一層戦略的に推進する協力プログラム】

6.00

2013
年度

2014
年度

中等教育における教育の質向上プロジェクトⅡ

アジア開発銀行
（ADB）貧困削減日

本基金（JFPR）
マルチ ● 0.47

備考協力プログラム概要 プログラム目標

3.50

実施期間



地方自治アドバイザー 個別専門家

地方都市包括的機能強化のための開発計画策定プロジェクト 開発計画調査型

 

TQM(Total Quality Management)を通じた公共サービス改善プロジェクト 技プロ

5.70

農村開発アドバイザー（RDCD/BRDB)

JOCV

2013
年度

2014
年度

2015
年度

行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト（フェーズ2） 技プロ

人材育成奨学計画（JDS） 無償

村落開発普及員　（リンクモデル関連、小規模水資源開発関連）

公共サービス改善アドバイザー 個別専門家

個別専門家

公務員研修能力強化プロジェクト 技プロ

行政能力向上
プログラム

公務員制度改革と地方行政強化を中心
にバングラデシュのガバナンス分野へ
の支援を強化し、中央から地方までの
一貫した行政サービスの質と量の向上
実現を目指す。

2011
年度

2012
年度

人材育成奨学計画（JDS）事業にかかる協力準備調査 協準

開発課題２－２
（小目標）

行政能力向上

【現状と課題】
世界銀行によるガバナンス指標は、南アジアでも最低レベル（特に汚職抑制、政府の効率性など）にあり、またほ
かの指標（Transparency International）でも、汚職指数は、180か国中139位となっている。汚職は改善傾向にある
が、依然として改善を要する重大な課題である。政権交代のたびに政策、制度の変更があり、政策の持続性に課題
がある。縦割り行政、省庁間の連携不足により、具体的な行政サービス提供の場での調整が行われにくい。中央レ
ベルでは、意思決定の手続きの煩雑さ、執行の遅延、汚職などの課題がある。地方レベルでの政府歳出は、GDP比
3％以下に留まり、地方行政サービスは脆弱である。また、政府の人材育成・研修システムや公平な人事管理制度の
不在なども課題である。

【開発課題への対応方針】
中央・地方レベルでの一貫した行政サービスの改善による住民の生活の向上を目指した支援
を実施する。中央レベルでは、日本の知見である総合的品質管理（TQM）を活用した公務
員制度改善による中核人材育成を支援し、地方レベルでは、これまでの日本の支援で開発し
成果をあげた住民と末端行政の協働システムの普及・展開の支援及びその仕組みを活用した
住民の生活向上に重点を置いた協力を実施する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2010

年度
以前

課題別研修他(2012年度：9件) 課題別研修他



食糧援助（WFP経由） 無償

食糧備蓄能力強化計画(詳細設計) 無償

農業・農村開発分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力（3件） 草の根無償

3.26

村落開発普及員(LGED) JOCV

農村インフラ開発アドバイザー 個別専門家

参加型地方開発・行政強化支援事業 協準

東部バングラデシュ農村インフラ整備計画 有償 113.45

8.20

食糧備蓄能力強化計画協力準備調査 協準

有償 142.46

農村インフラ開発アドバイザー 個別専門家

ICTを活用したBOP層農民所得向上 草の根技協

バングラデシュ農村地域におけるエコサン・トイレの適正管理に関する
普及・啓発活動

草の根技協

緑豆生産の体制構築事業準備調査（BOPビジネス連携促進） 協準

【現状と課題】

労働人口の48%が農林水産業に従事しており、農村部には総人口の3/4、貧困層の85%が居住していることから、農

村部における貧困削減の必要性は高い。また、国際的な食料価格の高騰への対応と食料の安定的な供給のためには

主要作物（米）の生産性向上が必要である。農村部ではインフラの整備が不十分であり、道路の舗装率は低く（群

道60%、村道28%）、依然として3割程度が安全な水を入手できていない。水分野においては、地下水のヒ素汚染問

題、地下水位の低下、維持管理不足による水源の枯渇、乾季の河川における塩水遡上期間の長期化などの課題が顕

在化している。農業用灌漑を目的とした水利用が地下水利用の95％を占めており、表流水を利用した灌漑への移行

が課題となっている。

【開発課題への対応方針】
人口の7割が居住する農村部における貧困の削減、地域間格差の是正の観点から、現場の
ニーズに合致し、我が国の過去の支援実績や技術的な比較優位性に基づき、道路、市場、灌
漑施設、給水施設などの整備を中心とした支援を行う。食料価格の高騰や食料の安定的な供
給を図り，食糧安全保障を強化するため、農産物の多様化および高付加価値化や農業生産性
の向上、食糧備蓄能力強化のための支援も検討する。

協力プログラム名

南西部農村開発計画

小規模養鶏技術普及計画 技プロ 2.80

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

農村開発技術センター機能強化計画ﾌｪｰｽﾞ２ 技プロ

小規模水資源開発計画 有償 53.13

備考2010
年度
以前

農業セクター基礎情報収集・確認調査

協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
2011
年度

農業・農村開発
プログラム

開発課題２－３
（小目標）

農業・農村開発

農村インフラ整備に当たっては、道路
（アクセス向上）、水資源・灌漑施
設、給水設備などに重点をおく。住民
の意見を行政に反映させる参加型農村
開発プロジェクトの成果を活かし、そ
の仕組みを普及・展開するための支援
を行うとともに、郡及びユニオン、市
庁などの地方行政の開発計画策定能力
向上と計画作りへの住民参加の促進を
図る。安全な食料の安定的な供給のた
め、緊急時の食糧備蓄能力強化などを
支援する。また、農産物の多様化、高
付加価値化に関する支援について、可
能性を検討する。



社会投資プログラムⅡ (農村の生計向上) マルチ ● ●

ADB JFPR

持続可能な地方インフラ向上プロジェクト マルチ ● ● 0.47 ADB JFPR

第２次チッタゴン丘陵地帯農村開発プロジェクト マルチ ● ●

世界銀行、日本社会
開発基金（JSDF)

ピロジュプール県における青少年の経済的自立及び教育支援事業 日本ＮＧＯ

マイクロクレジットシステムを取り入れた雨水タンク事業準備調査
(BOPビジネス連携促進)

協準

第２次作物多様化プロジェクト マルチ ● ● 0.47

村落開発普及員、土木 JOCV

地方行政（ユニオン）による飲料水サービス支援事業 草の根技協

0.38

都市部及び農村部における地下水調査及び深層帯水層水源開発計画準備調査 協準

水質検査体制強化プロジェクト 技プロ 3.00

水供給アドバイザー 個別専門家

課題別研修他（2012年度：5件） 課題別研修他

(協力プログラム・
続き）

農業・農村開発

（続き）
開発課題２－３

（小目標）

農業・農村開発

0.85

ADB JFPR



【開発課題への対応方針】
我が国に比較優位性のある水資源管理や地震対策における支援を実施する。水資源管理に関
しては、農業・農村開発とも関連した河川管理を含む統合的水資源管理及び気候変動対策の
観点から支援を行う。災害・気候変動による人的被害を緩和するため、災害観測・予測精度
の向上支援やサイクロンシェルターの建設に加え、コミュニティベースの災害のリスク軽減
に資する風水害予警報を通じた早期警戒情報の配信の実現に向けた支援を行う。同国を流れ
る国際河川の流域面積のうち93％は国外であることから、長期的には国際河川の流域全体

の管理を踏まえた南アジア地域協力連合（SAARC）地域開発も検討していく。

ベラマラ・コンバインドサイクル火力発電所建設計画
（調査・設計のための役務（E/S））

有償

中部地域配電網整備計画 有償

ハリプール新発電所建設計画 有償

気候変動対策円借
款

農村地域配電網整備計画 有償 132.41 気候変動対策円借
款

399.77

河川管理アドバイザー 個別専門家

ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画 無償

22.09

サイクロン常襲地における災害リスク軽減のためのコミュニティ開発プロジェクト 草の根技協

97.15

12.15

クルナ水供給計画 有償 157.29

無償 9.58

緊急災害被害復旧計画 有償 69.60

サイクロン「シドル」被災地域多目的サイクロンシェルター建設計画
開発課題２－４
（小目標）

防災/気候変動対策

防災/気候変動対策
プログラム

防災、気候変動（適応・緩和策）に対
し統合的な取組を行う。防災について
は、水資源管理、サイクロン対策、地
震対策を柱として、気候変動適応策に
も貢献が可能な支援を実施する。気候
変動により今後発生が予想される大規
模な洪水やサイクロンなどの災害に強
いインフラ整備や気象情報の受け手と
なる地域住民レベルを巻き込んだ災害
情報管理体制の構築を行う。
　また、統合的水資源管理の視点か
ら、SAARC地域内の開発を含め長期
的な協力の有り方を踏まえ、国内での
治水・利水のためのインフラ整備計画
の策定、その実施のための関係機関の
能力向上、住民参加の運営維持管理体
制の構築、水分野の各関係機関におけ
る情報知識の普及を支援する。
　緩和策としては、気候変動対策によ
りバングラデシュ側の持続可能な開発
のための取組を促進する（コベネ
フィット・アプローチ）観点から、同
国の主要政策課題の解決を目指すと共
に、気候変動対策としても効果的な支
援を行う。

災害対策協力プログラム準備調査 協準

バングラデシュ気候変動戦略・行動計画実施支援プロジェクト（サブ・プロジェクト１） マルチ ●

チャパイノバブゴンジ県　コミュニティ・ラジオ放送のための機材整備計画 草の根無償

メグナ川流域管理計画策定支援調査 協準

【現状と課題】
バングラデシュはサイクロンの被害を受けやすく、洪水・河岸浸食・地震活動が活発なヒマラヤ地域に位置し、世
界でも自然災害に最も脆弱な国の一つである。3つの国際河川のデルタ地帯に位置し、国土全体の9割が標高10メー

トル以下といった平坦な地形であり、毎年雨季には国土の3分の1が冠水する。水資源の適切な開発と管理によるモ
ンスーン期の治水、乾季の利水対策が重要な課題である。地震の潜在的リスクが高いが、災害に備えた特段の備え
（耐震基準など）がなされていない。国家水資源管理計画（2004）、気候変動戦略行動計画（2009）、国家災害管

理計画（2010）といった上位計画は制定されているものの、技術能力あるいは財政不足のため事業実施は停滞して
いる。

0.50 ADB JFPR

課題別研修ほか　（2012年度：8件） 課題別研修他

気候変動による自然災害対処能力向上計画 無償 15.00

災害リスク軽減のためのコミュニティ開発プロジェクト 草の根技協

自然災害に対応した公共建築物の建設・改修能力向上プロジェクト 技プロ 2.87

河川流域管理能力強化アドバイザー 個別専門家

気象解析・予測能力向上プロジェクト 技プロ 3.48

持続的な水関連インフラ整備に係る能力向上プロジェクト 開発計画調査型

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2010

年度
以前

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

電力政策アドバイザー 個別専門家



【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」
（＝青年海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が
実施している技術協力）、「無償」（＝以下に特記するサブスキームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、
「草の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）、黒丸「●」（＝マルチの実施年度）




